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（１）東京外かく環状道路（常磐道～関越道）

（イ）整備効果

① 関越道(所沢ＩＣ)から常磐道(三郷Ｉ
Ｃ)までは開通前に比べ８４分短縮

② 経済効果は、年間約１，８００億円

③ 開通後、三郷市の外かん周辺地域では、
交通事故が４割減少

総収入 (料金収入) 総費用（建設費＋管理費） 総収入－総費用

０．８兆円 １．６兆円 －０．８兆円
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＜区間概要＞
　 延長：３０km
　 事業費:約8,800億円
　 利用台数:約150,000台/日(H13)
　 平均断面交通量:約80,000台/日(H13) 
　 料金レベル※:33円/km(普通車)
※均一料金500円(普通車)を平均利用距離約15km
　で割ったkm当たり料金

※各年度の収入、建設費及び管理費（改良費を含む）について、建設着手から今後40年後迄の期間の値を4%で割り戻し（あるいは
割り増し）て算出した現在価値（H14）の累計

※過去分については実績
※将来交通量は伸びなしとし、今後の収入と管理費についてはH13と同額と仮定（建設費はゼロ）

１．高速道路ネットワークの整備効果と採算状況
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（２）北陸自動車道
（イ）整備効果
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① 交通の難所であった親不知海岸区間の
供用（S63.7）による、新潟・富山県境
交通量の変化

親不知IC～朝日IC（県境）断面の交通量

② 対岸貿易に大きな可能性を秘める日本海側
の港湾の利用状況

外貿コンテナ取扱量の推移 （単位：千TEU）
H元 H10 比率

北陸計 22.7 118.2 5.21
全国計 6,903.3 10,570.3 1.53

1.4倍

総収入(料金収入) 総費用（建設費＋管理費） 総収入－総費用

４．２兆円 ５．１兆円 －０．９兆円

（ロ）収支見通し

※各年度の収入、建設費及び管理費（改良費を含む）について、建設着手から今後40年後迄の期間の値
を4%で割り戻し（あるいは割り増し）て算出した現在価値（H14）の累計

※過去分については実績
※将来交通量は伸びなしとし、今後の収入と管理費についてはH13と同額と仮定（建設費はゼロ）
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（３）山陽自動車道
（イ）整備効果

① 中国道とのﾀﾞﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸにより、通行止めの際に代替機能を発揮

② 山陽道と中国道の直結（H9.12）

中国道通行止め時に、交通量が山陽道に転換

（ロ）収支見通し
総収入 (料金収入) 総費用（建設費＋管理費） 総収入－総費用

４．０兆円 ５．２兆円 －１．２兆円

20時～１時の平均交通量
通常時交通量

（台）
通行止時交通量
（台）（H11.5.24）

山陽自動車道
（加古川北～山陽姫路東） 518 624

中国自動車道
（加西～福崎） 176 56

合　　計 694 680
滝野社

福崎

三木小野
山陽姫路東

山陽自動車道

中国自動車道

加古川北

加西

中国自動車道
滝野社～福崎

山陽自動車道
三木小野～山陽姫路東

合計

H6-H8の平均 203 48,007 0 48,007
H10-H12の平均 1 21,512 33,199 54,711

中国自動車道
滝野社～福崎

平均渋滞時間（時間）

平均断面交通量（台/日）

平成９年１２月１０日供用

※各年度の収入、建設費及び管理費（改良費を含む）について、建設着手から今後40年後迄の期間の値
を4%で割り戻し（あるいは割り増し）て算出した現在価値（H14）の累計

※過去分については実績
※将来交通量は伸びなしとし、今後の収入と管理費についてはH13と同額と仮定（建設費はゼロ）
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整備計画の未整備区間２，４８１ｋｍを整備すると、時間短縮、走行経費の節約、
交通事故の減少により、年間約２．１兆円の便益が増加

⇒ ５０年間の総便益の現在価値は約４７兆円

○　高速道路の整備により、利用者が直接受ける便益は

　　　・走行時間の短縮　　・走行経費の節約　　・定時性の確保 　・運転者の疲労軽減と走行快適性の向上

　　　・大量輸送 　・荷傷みの減少と梱包費用の節約　　・交通事故の減少　　　　　など様々。

○　このうち、計測可能な走行時間の短縮、走行経費の節約、交通事故の減少 の３項目を金銭換算した

　　便益額は

○　平成１２年度（６，８６１ｋｍ）　　⇒　　約 9.0兆円／年

○　整備計画区間（９，３４２ｋｍ）　⇒　　約11.1兆円／年

平均旅行速度の比較（H９センサス）
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２．高速道路ネットワークの多様な整備効果
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所要時間の比較

区　　間 所要時間比

吉川 JCT
｜

敦賀ＩＣ

吉川 JCT
｜

吹田ＩＣ
｜

米原 JCT
｜

敦賀ＩＣ

２：３０

吉川 JCT
｜

舞鶴西ＩＣ
｜

(国道27号)
｜

敦賀ＩＣ

９：００ 約３.６倍

吉川 JCT
｜

京都東ＩＣ

吉川 JCT
｜

吹田ＩＣ
｜

京都東ＩＣ

１：１０

吉川 JCT
｜

福知山ＩＣ
｜

(国道９号)
｜

京都東ＩＣ

７：００ 約６.０倍

震災直後
（H7.1.19～H7.1.26）

通常時高速経由

阪神・淡路大震災に見るダブルネットワークの必要性

１. 阪神・淡路大震災（H7.1.17）により、
　中国自動車道が被災し通行止め

　　　⇒東・西日本を結ぶ唯一の高速道路
　　　　ネットワークが分断

２. 迂回路となる高速道路ネットワークは
　未整備

被災区間
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ネットワーク形成による交流の拡大（その１）

１．平成９年１０月、福島・新潟県境部分（西会津～津川間）の開通により、
　東北自動車道と北陸自動車道が磐越自動車道により直結

新潟中央
IC．JCT

北
陸
自
動
車
道

新 潟 県

津川

猪苗代湖
郡山
JCT

会津若松
西会津

福 島 県

東
北
自
動
車
道

平成９年１０月１日供用

磐越自動車道

３．仙台(仙台宮城IC)～大阪(吹田IC)間の距離の変化　　　　

　２．ミッシングリンクがつながることによる　
　　　ネットワーク効果　　　

東北道～東名・名神

磐越道～北陸道～名神

経　　　路 距　　離

約９００ｋｍ

約８５０ｋｍ

備　　　考

首都圏通過ルート

首都圏迂回ルート

　【開通による平均断面交通量の変化】

郡山ＪＣＴ～

西会津

津川～

新潟中央ＪＣＴ

区　　間 Ｈ８年度 Ｈ10年度 Ｈ10／Ｈ８

8,827台/日 1.13

1.554,379台/日

10,008台/日

6,791台/日

６



ネットワーク形成による交流の拡大（その２）

１．平成８年３月、玖珠～湯布院間の開通により大分市が九州縦貫道に直結

福 岡 県

大 分 県

九
州
自
動
車
道

平成８年３月２８日供用

大分自動車道
佐 賀 県

３．福岡～大分間の高速バスの便数と利用者の推移

　２．ミッシングリンクがつながることによる　　　
　　ネットワーク効果

　【開通による平均断面交通量の変化】

【福岡～大分間の高速バス利あ用状況】

鳥栖ＪＣＴ

～

玖珠

湯布院

～

大分

区　　間 Ｈ６年度 Ｈ８年度 Ｈ８／Ｈ６

11,782台/日 1.27

1.607,536台/日

14,948台/日

12,058台/日

便　　数

のべ利用者数
（期間中合計）

H7.4～H7.6 H8.4～H8.6 倍　　率

２６便／日 ４２便／日 1.62

79,380人 130,522人 1.64
※便数は、上下便の合計

※
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高速道路が整備されることにより、地域間（県間）の交通量が増加。
⇒高速道路及び一般国道の断面交通量が昭和49年度から平成11年度までに平均３．３

倍増加（高速道路が整備されていない断面では２．３倍）

【宮城・山形断面】

【秋田・山形断面】

高速道路整備のあった代表１３断面の平均交通量(台/12h)

Ｓ４９ Ｈ１１ 伸び率
国 道 6,778 12,842 1.9
高 速 - 9,502 - 
合 計 6,778 22,344 3.3

代表的な２０断面（県境）を抽出

８

高速道路整備のない代表７断面の平均交通量(台/12h)

：高速道路整備あり

：高速道路整備なし
0
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10000

15000

20000

25000

30000

S49 S55 S60 H2 H6 H11

交通量
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(台/12h)

Ｓ４９ Ｈ１１ 伸び率
国 道 7,626 17,757 2.3



有料区間と無料区間の利用状況（山陰道）
■山陰道(宍道～出雲間)の状況

米子市（人口約14万人）・松江市（人口約15万人）の都市部区間
は、混雑解消などのため、バイパスとしての整備が急務であった。
このため、一般国道の自動車専用道路を直轄事業で高速走行可
能な無料道路として整備。

■有料区間と無料区間の利用状況の比較
・山陰道の交通分担は、無料区間では 51％に対し、有料区間で
は17％　と大幅に低い。
・潜在的には多くの交通需要が存在。

■整備効果

　　①淀江大山～宍道間の所要時間が約40分短縮
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（約90分→約50
分）

　　②主要渋滞ポイントの渋滞が緩和
　　　　（陰田交差点）渋滞長3,600m→1,500m
　　　　　　　　　　　　　通過時間17分→8分
　　　　（玉湯交差点）渋滞長3,900m→2,600m
　　　　　　　　　　　　　通過時間23分→14分

　　③沿線から松江市内への救急搬送のうち、約４割
　　　　が山陰道を利用。松江から米子方面への緊急
　　　　血液輸送件数は3～4倍に増加

　　④玉湯温泉の県外からの宿泊客は、約20％増加。

山陰自動車道 松江道路 安来道路

[整備手法] 高速自動車国道
並行する一般国道の

自動車専用道路で代替

並行する一般国道の

自動車専用道路で代替

有料･無料 有料 無料 有料 無料 有料

延長 14.1km 9.6km 19.1km 7.6km 5.2km

事業費 460億円 590億円 950億円 300億円 290億円

整備主体 JH 国土交通省
国土交通省､
JH

国土交通省
国土交通省､
JH

米子道路
並行する一般国道の

自動車専用道路で代替

宍道IC 松江玉造IC 東出雲IC 米子西IC 米子東IC 淀江大山IC

約52,600台
（100％）

約25,600
台

（49％）

約27,000
台

（51％）

無料(２区
間)の平均

約30,600台
（100％）

約25,400
台

（83％）

約5,200台
（17％）

有料（３区
間）の平均

合計国道９号山陰道

陰田交差点
玉湯交差点

９



延長/人口

0

0.5

1
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日　　本
（将来）

日　　本
（現況）

フランス イタリア ド イ ツ 韓国

延長/自動車保有台数

0
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1
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2
2.5

日　　本
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日　　本
（現況）

フランス イタリア ド イ ツ 韓国

延長/GDP

0

1

2

3

4

日　　本
（将来）

日　　本
（現況）

フランス イタリア ド イ ツ 韓国

注）　縦軸は、日本の将来値を１としたときの各国　
　　の現況値を表す。

　　（日本の将来値は、予定路線11,520kmを整備　
　　　した場合を想定）

３．諸外国との比較

人口、自動車保有台数、ＧＤＰあたりの高速道路整備水準において、フランス、
イタリア、ドイツは日本の２～３倍　　
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○日本の地域ブロックと海外諸国との比較

中国中国(949(949km)km)

ベルギーベルギー(1727(1727km)km)

GDP（兆円） 人口（千人） 面積（km2）
高速道路延長

（km）

北海道 19.7 5,683 83,453 490（1,375）

デンマーク 19.5 5,314 43,094 880

GDP（兆円） 人口（千人） 面積（km2）
高速道路延長

（km）

東北・関東 216.6 51,139 100,332 2,027（3,270）

韓国 54.9 47,275 99,268 2,637

GDP（兆円） 人口（千人） 面積（km2）
高速道路延長

（km）

中部 68.9 16,991 41,014 990（1,560）

スイス 28.9 7,190 41,284 1,638

GDP（兆円） 人口（千人） 面積（km2）
高速道路延長

（km）

近畿 85.8 21,685 31,359 731（1,131）

中国 28.3 7,732 31,810 949（1,569）

ベルギー 27.2 10,152 30,528 1,727

GDP（兆円） 人口（千人） 面積（km2）
高速道路延長

（km）

九州 43.0 13,446 39,898 761（1,223）

オランダ 44.3 15,760 41,526 2,235

※（　）書きは高速道路計画延長

※（　）は高速道路延長

近畿（近畿（731731kmkm））
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北海道北海道(490(490km)km) デンマークデンマーク(880(880km)km)

中部中部(990(990km)km) スイススイス(1638(1638km)km)

東北・関東東北・関東(2027(2027km)km) 韓国韓国(2637(2637km)km)

※（　）は高速道路延長

○日本の地域ブロックと海外諸国との高速道路の比較

九州九州(761(761km)km) オランダオランダ(2235(2235km)km)
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欧米諸国においても、引き続き高速道路整備は着実に進展
中国では、約１５年間で、約19,000kmを整備
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(注)
日本、中国：2001年
仏            ：2000年
独、米      ：1999年
　　　　　　　のデータ

中国

アメリカ

フランス

ドイツ

日本

1982年の
高速道路延長

1982年以降の
高速道路延長

現在の延長

0 19, 453 19, 453

80, 000 9, 232 89, 232

5, 700 5, 800 11, 500

7, 919 3, 596 11, 515

3, 232 3, 727 6, 959

13



昭和40年度 昭和50年度 昭和60年度 平成7年度 平成14年度

倍率 倍率 倍率 倍率 倍率

ＧＤＰ 337,653 1.0 1,523,616 4.5 3,242,896 9.6 4,897,497 14.5 4,960,200 14.7

一般会計歳出 36,581 1.0 212,888 5.8 524,996 14.4 709,871 19.4 812,230 22.2

一般歳出 29,198 1.0 158,408 5.4 325,854 11.2 421,417 14.4 475,472 16.3

一般公共 6,707 1.0 26,711 4.0 62,076 9.3 91,715 13.7 83,512 12.5

道路整備 3,176 1.0 9,577 3.0 20,664 6.5 33,217 10.5 34,444 10.8

道路事業費（公共） 5,363 1.0 21,657 4.0 50,401 9.4 101,808 19.0 71,997 13.4

　　うち有料道路事業 1,254 1.0 7,517 6.0 18,819 15.0 35,677 28.5 21,698 17.3

（Ａ）道路事業費（一般道路）4,109 1.0 14,140 3.4 31,581 7.7 66,131 16.1 50,298 12.2

注１：「倍率」はS40=1とした

注２：ＧＤＰは実績ベース(H14は推計)、一般会計歳出、一般歳出、一般公共、道路整備は当初予算ベース

　　　道路事業費（公共、有料道路）は最終実計ベース

国
　
　
費

（単位：億円）
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財政上の制約の中、早期整備を図るため、有料道路制度を本格的に導入

４．有料道路制度の意義

〔一般公共及び道路整備の国費等の伸びの比較〕



これまで我が国の幹線道路整備は、有料道路制度により促進。　　

【国　費】
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【事業費】
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・少ない国費で早期整備 ・有料道路制度を背景に東名・名神高速を整備

東名・名神高速道路の総事業費：４，５７０億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　（延長５３４．６ｋｍ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和３１年度

ＧＤＰ　　　　　　　　　　：９兆６，４７７億円（約　５％）

一般会計予算　　　　：１兆　　８９７億円（約４２％）

道路整備予算（国費）：　　　　３４０億円（約１３倍）

一般道路事業費 ：　　　　４３３億円（約１１倍）

※現況（平成１２年度）：ＧＤＰ　　　　　　　　　　５１０兆３，７０３億円
　　　　　　　　　　　　　　　一般会計予算　　　　　８９兆７，７０２億円
　　　　　　　　　　　　　　　道路整備予算（国費）　　４兆２，８５２億円
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　４公団の事業費及び国費の推移　　

（億円）

有料道路事業費 国費 国費率(%)

昭 和 31 ～ 40 年 5,562 542 10%

昭 和 41 ～ 50 年 40,916 3,889 10%

昭 和 51 ～ 60 年 126,229 8,729 7%

昭 和 61 ～ 平 成 7 年 260,742 15,575 6%

平 成 8 ～ 12 年 135,674 21,506 16%

平 成 13 年 22,793 5,045 22%

平 成 14 年 19,011 2,946 15%

合 計 610,927 58,232 10%
（注）有料道路事業費は、建設費のほか、改良費、維持修繕費等を含む。
　　　国費は、出資金のほか、利子補給金、無利子貸付金等を含む。
　　　表は各公団・各年度の有料道路事業費、国費を億円単位で合計したものである。
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（２）9,342kmの建設費内訳

５．高速道路の公的助成

金利の急激な上昇などの経済変動等が生じた場合においても、過度な負担を利用者に
課さないようにしつつ、適正な料金水準を維持し、円滑な償還を図るため、公的助成を
実施（H13まで）

（１）公的助成制度の推移
　S31　補助金方式
　S34 資金コスト制度を導入（出資金を供与、資金コストは6%）
　S58　東北横断道等４道に資金コスト3%制度を導入
　　　（資金コスト3%の対象道路は、H11までに13道に拡大（注））
　H11　13道以外の道路にも一定期間（概ね10年程度）資金コスト3%制度を導入
　H14　公的助成を中止

注）　資金コスト3%の道路（13道）
　 　北海道縦貫道、北海道横断道、東北横断道、
　　　 日本海沿岸東北道、東北中央道、東海北陸道、

中部横断道、中国横断道、四国縦貫道、四国横断道、
九州横断道、東九州道、沖縄道

事業費（兆円） 比率（%）
13道（注） 15.5 32
その他道 33.1 68
合計 48.6 100

〔日本道路公団（高速自動車国道）〕
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2,000

3,000

4,000

5,000

1950 1960 1970 1980 1990 2000

億円

年

2001年度末までの累計額　3.7兆円

（３）公的助成額の推移
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（前提条件）
　　交通需要：伸びあり、公租公課なし

ケース１：民営化推進委員会事務局試算・将来金利 4％
　　　　（Ｈ14以降投資可能額20.6兆円）
　　　　　公的助成制度：なし
　　　　〈平均資金コスト：3.27%〉（H13～H52平均）

ケース２：民営化推進委員会事務局試算・将来金利 5％
　　　　（Ｈ14以降投資可能額15.3兆円）
　　　　　公的助成制度：なし
　　　　〈平均資金コスト：3.95%〉（H13～H52平均）

ケース３：Ｈ11.12 第32回国幹審時試算・将来金利 5％
　　　　（対象路線 9,342km）
　　　　　公的助成制度：東北横断道等13道の資金コストは

　　　3％、その他道の資金コストはＨ23まで3％
　　　　〈平均資金コスト：3.12%〉（H13～H52平均）

ケース４：Ｈ11.12 第32回国幹審時ベース・将来金利 6.5%
　　　　（対象路線　9,342km）
　　　　　公的助成制度：ケース３と同じ
　　　　〈平均資金コスト：3.30%〉（H13～H52平均）

将来の利用者負担利息（資金コスト）の推移

将来の資金コストの推移見通し

従来の公的助成制度を前提とした場合の利用者が負担する利息は、将来金利が5%ま
で上昇した場合で3～3.5%程度（平均3.12%）、6.5%まで上昇した場合で3～4%程度
（平均3.30%）の見通し。

　

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

3.50%

4.00%

4.50%

5.00%

H11 14 17 20 23 26 29 32 35 38 41 44 47 50 53 56 59 62

ケース１：事務局試算（将来金利４％）
ケース２：事務局試算（将来金利５％）
ケース３：第３２回国幹審時試算（将来金利５％）
ケース４：第３２回国幹審時ベース（将来金利６．５％）
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日本道路公団（一般有料道路(アクアラインを含む)）の公的助成

特別出資
Ｈ７　　震災対策緊急補強事業に対する助成の導入
（～Ｈ１０）
（出資金：震災対策緊急補強のための事業費×2/3）

Ｈ１０　緊急環境対策事業に対する助成の導入　　　
（～Ｈ１３）
　（出資金：緊急環境対策のための事業費×2/3）

Ｈ１２　ＥＴＣ前納システム導入に対する助成の導入
（～Ｈ１３）
　（出資金：ＥＴＣ前納システムの導入に対する費用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×1/3）

Ｓ３１　補助金方式
＜資金コスト制度＞
Ｓ３４　資金コスト制度を導入（出資金を供与、資金コストは６％）
Ｓ４８　沖縄道の資金コスト３％（出資金）
Ｓ４９　利子補給金方式を導入（資金コストは、6.049％）
Ｈ８～Ｈ１３　個別路線毎に資金コストを決定（H14.4現在：参考）
　 　３．０％　　４道（千葉プール等）　　４．０％　　 １道（第二京阪）

　　　　３．７％　　２道（圏央道等）　　　　 6.049％　　５６道（横浜プール等）

　　　　３．９％　　２道（東海環状等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　計　　 ６５道

○公的助成の経緯
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費

○公的助成額（国費）の推移
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年度 S34 S35 S36 S37 S38 S39 S40 S41 S42 S43 S44 S45 S46 S47 S48 S49 S50 S51 S52 S53 S54 S55 S56 S57 S58 S59

国費（億円） 3 22 17 21 23 31 0 16 15 22 44 45 54 64 180 135 132 122 131 180 37 241 97 118 131 138

年度 S60 S61 S62 S63 H元 H 2 H 3 H 4 H 5 H 6 H 7 H 8 H 9 H 10 H 11 H 12 H 13 H 14

国費（億円） 135 121 54 3 4 3 15 3 3 3 38 30 49 59 18 46 23 0

合計
2,627



首都・阪神高速道路の公的助成
○公的助成の経緯

○公的助成額（国費）の推移（出資金・無利子貸付の合計）
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首都高速

阪神高速

（単位：億円）
年度 S34 S35 S36 S37 S38 S39 S40 S41 S42 S43 S44 S45 S46 S47 S48 S49 S50 S51 S52 S53 S54 S55 S56 S57 S58 S59

首都高速 10 5 5 15 15 17 15 9 24 27 32 38 51 58 47 46 50 52 53 28 24 26 27 25 26 30

阪神高速 2 2 6 10 16 21 23 32 26 38 42 34 33 32 34 36 20 18 18 17 16 17 20

年度 S60 S61 S62 S63 H元 H 2 H 3 H 4 H 5 H 6 H 7 H 8 H 9 H 10 H 11 H 12 H 13 H 14

首都高速 31 34 40 48 244 283 220 272 405 405 571 457 380 398 417 478 468 445

阪神高速 22 25 30 38 144 144 213 171 96 66 209 227 415 230 169 168 168 167

合計

3,215

6,351

※阪神高速道路公団における震災に係る補助金を除く

特別出資
Ｈ　７　震災対策緊急補強事業に対する助成の導入（～Ｈ９）
　　　　（出資金：震災対策緊急補強のための事業費×2/3）
Ｈ　８　緊急環境対策事業に対する助成の導入（～Ｈ１４）
　　　（出資金：緊急環境対策のための事業費×2/3）
Ｈ１３　環境ロードプライシングの試行的実施に対する助成

の導入（～Ｈ１４）
　　　　（出資金：環境ロードプライシング関連ＥＴＣ路側機器

整備費×2/3）

Ｓ３９　資金コスト６％として出資率を決定。その後、金
　　　　利等に応じ３．７９％～１４．４７％で推移。
Ｈ　１　社会資本整備事業による無利子貸付の導入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（貸付率　２／３）
Ｈ　７　出資率　７．３５％に引き上げ
Ｈ１０　出資率　１３％に引き上げ
Ｈ１１　出資率　２５％に引き上げ
　　　　無利子貸付率　４／５に引き上げ
Ｈ１３　環境負荷軽減路線に対する公的助成（35%出資）
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本四道路の公的助成

Ｓ４８　資金コスト制度を導入
Ｈ２　　資金コストの低減（６．１４９％→４．８％）
Ｈ７　　資金コストの低減（４．８％→３．９％）
Ｈ８　　震災対策緊急補強事業に対する助成の導入（出資金：震災対策緊急補強のための事業費×2/3）

Ｈ１０　資金コストの低減（３．９％→３．２％）
　　　　出資年額８００億円　（国：地方＝２：１　（国５３３億円、地方２６７億円））に平準化
Ｈ１３　無利子貸付の導入８００億円
Ｈ１４　無利子貸付の前倒し１，８００億円

○公的助成の経緯

○公的助成額（国費）の推移（出資金・無利子貸付の合計）
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年度 S45 S46 S47 S48 S49 S50 S51 S52 S53 S54 S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63

国費（億円） 2 3 7 18 28 23 41 60 22 21 45 81 102 136 180 181 133 3 3

年度 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14

国費（億円） 3 101 171 222 295 330 349 366 434 533 533 533 1,333 2,333

合計

8,627
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※消費者物価指数：総務省統計局「平成12年度基準指数」
※ＪＨ平均調達金利は当該年度の値を記載

■（ＪＨ平均調達コスト）－（消費者物価上昇率）の推移

６．資金調達コスト（金利）の推移
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修正金利　(%）

20年間平均

３．６％

平成以降平均

２．８％

ＪＨ平均
調達コスト

消費者物価
上昇率

ａ ｂ ａ－ｂ
S57 8.2 2.6 5.6
S58 8.0 1.9 6.1
S59 7.3 2.2 5.1
S60 6.7 1.9 4.8
S61 5.8 0.0 5.8
S62 5.1 0.5 4.6
S63 5.0 0.8 4.2
H元 5.7 2.9 2.8
H2 7.0 3.3 3.7
H3 6.4 2.8 3.6
H4 5.3 1.6 3.7
H5 4.5 1.2 3.3
H6 4.5 0.4 4.1
H7 3.4 -0.1 3.5
H8 3.0 0.4 2.6
H9 2.3 2.0 0.3
H10 1.9 0.2 1.7
H11 1.9 -0.5 2.4
H12 1.8 -0.5 2.3
H13 1.5 -1.0 2.5

平均(20年間) 4.8 1.1 3.6
平均(平成以降) 3.8 1.0 2.8
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・過去の推計では、オイルショック、バブル経済
等予期できないような社会経済情勢の変化が
ある場合は、実績値と大きな乖離。

・第１１次五箇年計画・現五箇年計画において
はほぼ推計通りの実績値。

（１）過去の推計値と実績値 （２）新たな交通需要推計

ＧＤＰ
・超長期の交通需要推計を行うため、2050年まで
のＧＤＰを想定。

人口
・少子・高齢化の影響を考慮するため、性・年齢階
層別人口に区分して推計。

免許保有率
・性・年齢階層別（５歳階級別）の免許保有率の動
向を考慮して想定。

※1　第10次については、実績値（1985年）と推計値（2000年）より1995年
推計値を仮定

※2　現五計については直近の2000年で比較

（単位：10億台キロ/年）

７．交通需要の新フレーム

項目 現五計 新たな交通需要推計

ＧＤＰ

「構造改革のための経済社会計
画、活力ある経済・安心できるくら
し」の進捗状況と今後の課題
（H8.12閣議報告書参考資料）

1999～2002年：実績値
2003～2010年：
「構造改革と経済財政の中期展望」
（平成14年1月25日閣議決定）及び
同参考資料（内閣府作成）における
推計値
2011～2050年：国土交通省推計値

人口
「日本の将来推計人口」
国立社会保障・人口問題研究所 同左

免許
保有率 －

過去の実績データに基づき国土交
通省で推計

年次 推計値（B） 実績値（Ａ） 比率（Ａ/Ｂ）

第９次 1980年 1990年 600 629 1.048

第１０次 1985年 1995年※1
627 720 1.149

第１１次 1990年 2000年 778 776 0.997

現五計 1995年 2000年※2
787 776 0.985

推計基準
年

推計基準年から10年後

23



（３）推計結果
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①保有台数

・貨物車は一貫して減少し、乗用車は２０３０年頃
にピークを迎え、その後減少に転じる見通し。

・全車で走行台キロは２０３０年前後でピークを迎
える見通し。

②走行台キロ

（単位：10億台ｷﾛ/年）

２０００年 ２０１０年 ２０２０年 ２０３０年 ２０４０年 ２０５０年

全車 776 848 893 897 880 850
今回/現五計 0.99 0.96 0.95 0.95 0.93 0.90

乗用車 515 597 645 660 655 630
今回/現五計 1.01 1.00 0.98 1.00 0.99 0.95

貨物車 261 251 247 237 225 220
今回/現五計 0.94 0.88 0.88 0.84 0.80 0.78

787 881 943 943 943 943
509 595 661 661 661 661
278 285 282 282 282 282
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今回の推計値

現五箇年計画推計値

実績値

（中位推計のみ表示）

幅を持った交通需要推計 （単位：10億台キロ/年）
2000年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

全車 776 849 902 923 926 923
高位/標準 (1.00) (1.00) (1.01) (1.03) (1.05) (1.09)

全車 776 844 885 877 838 787
低位/標準 (1.00) (1.00) (0.99) (0.98) (0.95) (0.93)

高位ケース

低位ケース
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（４）累積交通量における現五計交通需要推計値と
　　新しい交通需要推計値との比較

・新たな交通需要推計での今後50年間での累積
交通量は、現五計と比較して４％程度の減少。

（５）諸外国との比較

9.4

8.5

7.7

14.6

5 .7

8.4

7.27.4

11.8

7.3

6.1

2

4

6

8

10

12

14

16

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

アメリカ

フランス

ドイツ（高位）

イギリス（高位）

千台キロ/人・年

日　本

イギリス（低位）

ドイツ（低位）

・将来の１人当たり走行台キロの水準は、2050
年においても1995年のフランスと同程度。

・将来の１人当たり走行台キロの伸びは、イギ
リスやドイツの推計値と比べて小さい。

（単位：10億台キロ/年）

１人当たり走行台キロ比率
（Ｂ/Ａ）

比率
（Ｃ/Ａ）

全　国 46,627 44108 0.95 39,562 0.85
北 海 道 2,767 2543 0.92 2,261 0.82
北 東 北 1,881 1600 0.85 1,511 0.80
南 東 北 2,670 2626 0.98 2,327 0.87
関東内陸 4,481 4790 1.07 4,231 0.94
関東臨海 8,813 8290 0.94 7,312 0.83
 東  海 6,638 5988 0.90 5,339 0.80
 北  陸 2,204 2168 0.98 2,000 0.91
近畿内陸 2,194 2099 0.96 1,850 0.84
近畿臨海 4,545 3982 0.88 3,665 0.81
 山  陰 588 575 0.98 547 0.93
 山  陽 2,511 2313 0.92 2,136 0.85
 四  国 1,568 1497 0.96 1,411 0.90
北 九 州 3,342 3247 0.97 2,859 0.86
南 九 州 1,969 1896 0.96 1,724 0.88
 沖  縄 455 493 1.08 389 0.85

（参考）
全　国 20,018 19,134 0.96 17,440 0.87

2000～2050年全車累積交通量（割引率4％）

2000～2050年全車累積交通量（割引なし）
現五計交通需要
推計値
（Ａ）

新たな交通需要
推計値（標準
ケース）（Ｂ）

交通量一定
（2000年値）
（Ｃ）
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Ｓ３８ Ｓ４３ Ｓ４８ Ｓ５３ Ｓ５８ Ｓ６３ Ｈ　５ Ｈ１０

８７７８１１５６７２２３１００新 聞 代

４１４３６４３１１１６４１００
首都高 (東京線 )㎞当たり料

金

４４７４４１３７２１７８１００消 費 者 物 価

６４１６２１５１４１６８１００Ｊ Ｒ 料 金

６７６５８４４１７１６５１００私 鉄 料 金

７１５６３９４７４１８７１００タ ク シ ー 料 金

９７２７９７７６８２２０１００郵 便 料 金

３７１３５０２８８１０７１００高 速 ㎞ 当 た り 料 金

平成13年平成5年昭和58年昭和48年昭和38年

郵便料金

タクシー料金

首都高速(東京線）㎞当たり料金

私鉄料金
ＪＲ料金

消費者物価

高速自動車国料金㎞当たり料金

高速自動車国道整備計画区間
のうち未供用区間(2,383㎞)

総事業費219,750億円(92億円/㎞)
料金：普通車24.6円/㎞+150円

平均利用距離当たり料金27.8円/㎞

S４４．５
東名高速道路全線開通(346.7㎞)
総事業費3,425億円(10億円/㎞）

料金：普通車7.5円/㎞

S４０．７
名神高速道路全線開通(189.7㎞)
総事業費1,145億円(6億円/㎞）

料金：普通車7.5円/㎞

※高速自動車国道㎞当たり料金

　首都高速(東京線 ) ㎞当たり料金

　＝普通車が平均利用距離を走行
　　した場合の料金から算定

※郵便料金、新聞代、タクシー料
　金、私鉄料金、ＪＲ料金、消費
　者物価については、総務省統計
　局｢消費者物価指数｣より作成

指数＝Ｓ38年を100とする

（指数）
新聞代

８．高速道路料金の推移
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車線数 種級 設計速度 延長（km）
うち暫定施工延長

（km）

１－２ １００ 27（27）
27(27)

１－１ １２０ 401(295) 401(295)
１－２ １００ 98(98) 10(10)
１－３ ８０ 35(32) 0
２－１ ６０ 15(15) 0

549(440) 411(305)

１－２ １００ 1,097(580) 1,097(580)
１－３ ８０ 710(343) 710(343)

1,807(923) 1,807(923)
2,383(1,390) 2,218(1,228)

２車
小　　　計

計

６車
小　　　計

４車

小　　　計

９．高速道路の暫定施工等の状況

○交通量の見通しに応じて、暫定施工を行い、建設コストの縮減を図っている。

車線別高速道路延長 事業中区間の構造規格・
設計速度別延長

・事業中区間のうち３／４は暫定２車線
・第２東名・名神も暫定４車線

高速自動車国道における種級の違い
計画交通量

（台/日）
30,000以上 30,000

　～　10,000
10,000未満

平地部 第１級 第２級 第３級

山地部 第２級 第３級 第４級

第１級

第１種（地方部）

第２種（都市部）

※1：「供用中区間」では、現在の供用形態を示し、「事業中
区間」では、新規の供用に向けて整備中の形態を示す
（拡幅事業中区間は除いている）。

※２：４車の上段（　）書きは、将来計画が６車線と決定してい
る区間。

（H14.4.1現在）

都計済

597 570 27 27
（441）
5,356

（30）
4807

（411）
549

（305）
440

3,389 1,582 1,807 923

9,342 6,959 2,383 1390

４車※２

６車

　合　　計
事業中区間

供用中区間車線数※1

合計

２車

※（　）書きは都計済延長
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１０．道路四公団の債務状況

注１）営業中の負債は、流動負債と固定負債の合計から建設仮勘定分を控除したものであり、駐車場、有形固定資産等を含む。
　　　なお、日本道路公団の高速自動車国道と一般有料道路の負債については、便宜上それぞれの営業中及び建設中道路の要償還額を表記している。
注２）建設費について記載。
注３）高速自動車国道の整備計画、首都・阪神高速道路の基本計画等における投資を行う場合の試算（公租公課なし）
注４）新規供用に伴う純増分は見込んでいる。
注５）東京線１００円、神奈川線５０円、埼玉線１００円の料金改定。
注６）阪神西線１００円、阪神東線１００円の料金改定の他、京都線４５０円を設定。 28



１１．特殊法人等整理合理化計画（抄）
〔平成１３年１２月１９日閣議決定〕

　日本道路公団、首都高速道路公団、阪神高速道路公団、本州四国連絡橋公団は廃止することとし、
四公団に代わる新たな組織、及びその採算性の確保については以下の基本方針の下、内閣に置く「第
三者機関」において一体として検討し、その具体的内容を平成１４年中にまとめる。

１.日本道路公団
(1)組織
　新たな組織は、民営化を前提とし、平成17年度までの集中改革期間内のできるだけ早期に発足する。
(2)事業
　①　国費は、平成14年度以降、投入しない。
　②　事業コストは規格の見直し競争の導入などにより引下げを図る。
　③　現行料金を前提とする償還期間は、５０年を上限としてコスト引下げ効果などを反映させ、そ
　　の短縮を目指す。
　④　新たな組織により建設する路線は、直近の道路需要、今後の経済情勢を織り込んだ費用対効果
　　分析を徹底して行い、優先順位を決定する。
　⑤　その他の路線の建設、例えば、直轄方式による建設は毎年度の予算編成で検討する。

２．首都高速道路公団・阪神高速道路公団
　日本道路公団と同時に、同様の民営化を行う。なお、国・地方の役割分担の下、適切な費用負担を
行う。

３．本州四国連絡橋公団
　日本道路公団と同時に民営化する。なお、債務は、確実な償還を行うため、国の道路予算、関係地
方公共団体の負担において処理することとし、道路料金の活用も検討する。

日本道路公団

首都高速道路公団

阪神高速道路

本州四国連絡橋公団

＜公団＞

組織形態について講ずべき措置

事業について講ずべき措置
法人名

Ⅱ　各特殊法人等の事業及び組織形態について講ずべき措置

（１）特殊法人
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